
横浜市バリアフリー検討協議会運営要綱【新旧対照表】 

旧 （下線部分は、変更箇所を示す） 新 （下線部分は、変更箇所を示す） 変更理由 

 

横浜市バリアフリー検討協議会運営要綱 

                  

制定 平成 20年 8 月１日 道企第 626 号（局長決裁） 

改正 平成 24年３月 30日道企第 1434号（局長決裁） 

改正 平成 28年 10 月６日 道企第 794 号（局長決裁） 

 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年

6 月 21 日 法律第 91号 以下「法」という。）に基づく基本構想に関する検討を行い、専

門的な見地からの意見を聴取するため、横浜市福祉のまちづくり推進会議運営要綱第９条

に規定する横浜市バリアフリー検討協議会（以下「協議会」という。）の運営に関し必要

な事項を定めるものとする。 

 

 （意見聴取） 

第２条 市長は、次の各号に掲げる事項に関し協議会の意見を聴くものとする。 

(1) 法第 25 条に基づく移動等円滑化基本構想（以下「基本構想」という。）の作成に係

る事項 

(2) 法第 27条に基づく基本構想の作成等の提案に係る事項 

(3) 基本構想に基づく事業等の事後評価に係る事項 

(4) その他基本構想に係る横浜市全般の事項 

 

 （委員構成） 

第３条 協議会を構成する委員は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 鉄道事業者や道路管理者などの事業者 

(3) 関係団体を代表する者 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 前各号に掲げる者のほか、協議会の運営上必要と認められる者 

 

 （任 期） 

第４条 委員の任期は 2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

 （会 議） 

第５条 協議会の会議は、市長が招集する。 

２ 市長は、協議会において必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意

見又は説明を求めることができる。 

３ 協議会には、各区の基本構想の検討のため、区部会を置くことができるものとする。 

４ 協議会には、その他個別の課題の検討のため必要に応じて、部会を置くことができる。 

 

 

 （座長等の選任） 

第６条 協議会の会議の円滑な進行のため、座長１名を選任することができる。また、必

要に応じて副座長長１名を選任する。 

２ 座長及び副座長は、委員の互選により選任する。 

 

 （庶 務） 

第７条 協議会の庶務は、横浜市道路局計画調整部企画課において処理する。 

 

 （補 則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が協議会

に諮って定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 20年 8 月 18 日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 24年 4 月１日から施行する。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 28 年 10月６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に設置されている地区部会は、従前の例により活動できるもの

とする。 

 

 

横浜市バリアフリー検討協議会運営要綱 

                  

制定 平成 20年 8 月１日 道企第 626 号（局長決裁） 

改正 平成 24年３月 30日道企第 1434号（局長決裁） 

改正 平成 28年 10 月６日 道企第 794 号（局長決裁） 

改正 令和  年  月  日  道企第  号（局長決裁） 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年

６月 21日 法律第 91 号 以下「法」という。）に基づく基本構想に関する検討を行い、専

門的な見地からの意見を聴取するため、法第 26条及び横浜市福祉のまちづくり推進会議運

営要綱第８条に規定する横浜市バリアフリー検討協議会（以下「協議会」という。）の運

営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （意見聴取） 

第２条 市長は、次の各号に掲げる事項に関し協議会の意見を聴くものとする。 

(1) 法第 25 条に基づく移動等円滑化基本構想（以下「基本構想」という。）の作成に係

る事項 

(2) 法第 27条に基づく基本構想の作成等の提案に係る事項 

(3) 法第 25条の２に基づく基本構想に基づく事業等の評価等に係る事項 

(4) その他基本構想に係る横浜市全般の事項 

 

 （委員構成） 

第３条 協議会を構成する委員は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 鉄道事業者や道路管理者などの事業者 

(3) 関係団体を代表する者 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 前各号に掲げる者のほか、協議会の運営上必要と認められる者 

 

 （任 期） 

第４条 委員の任期は 2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

 （会 議） 

第５条 協議会の会議は、市長が招集する。 

２ 市長は、協議会において必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意

見又は説明を求めることができる。 

３ 協議会には、各地区の基本構想の検討のため、区部会又は地区部会を置くことができ

るものとする。 

４ 協議会には、その他個別の課題の検討のため必要に応じて、部会を置くことができる。 

 

 （座長等の選任） 

第６条 協議会の会議の円滑な進行のため、座長１名を選任することができる。また、必

要に応じて副座長長１名を選任する。 

２ 座長及び副座長は、委員の互選により選任する。 

 

 （庶 務） 

第７条 協議会の庶務は、横浜市道路局計画調整部企画課において処理する。 

 

 （補 則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、市長が協議会

に諮って定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 20年 8 月 18 日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 24年 4 月１日から施行する。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 28 年 10月６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に設置されている地区部会は、従前の例により活動できるもの

とする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和 年 月 日から施行する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新設 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 

資料４-１ 



 横浜市バリアフリー基本構想の検討に係る部会運営要綱【新旧対照表】 

 

旧 （下線部分は、変更箇所を示す） 新 （下線部分は、変更箇所を示す） 理由 

 

横浜市バリアフリー基本構想の検討に係る区部会運営要綱 

                  

制定 平成 22年 7 月 16日 道企第 560 号（局長決裁）   

改正 平成 24年３月 30 日 道企第 1434号（局長決裁） 

改正 平成 28年 10 月６日 道企第 794 号（局長決裁） 

 

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年

6 月 21 日 法律第 91 号）第 25 条に基づく移動等円滑化基本構想（以下「基本構想」とい

う。）に関して各地区の具体的な検討を行い、意見を聴取するため、横浜市バリアフリー

検討協議会運営要綱第５条第３項に規定する区部会の運営に関し必要な事項を定めるもの

とする。 

 

 （意見聴取） 

第２条 市長は、次の各号に掲げる事項に関し区部会の意見を聴くものとする。 

(1) 重点整備地区の範囲の設定に関すること。 

(2) 重点整備地区を対象にした基本構想に関すること。 

(3) 基本構想に位置づけられる特定事業に関すること。 

 

 （委員構成） 

第３条 区部会を構成する委員は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 鉄道事業者や道路管理者などの事業者 

(3) 当該地区の関係団体を代表する者 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 前各号に掲げる者のほか、区部会の運営上必要と認められる者 

 

 （任 期） 

第４条 委員の任期は 2 年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

 （会 議） 

第５条 区部会の会議は、市長が招集する。 

２ 市長は、区部会において必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意

見又は説明を求めることができる。 

  

 （部会長等の選任） 

第６条 区部会の会議の円滑な進行のため、部会長１名を選任することができる。また、

必要に応じて副部会長１名を選任する。 

２ 部会長及び副部会長は、委員の互選により選任する。 

 

 （庶 務） 

第７条 区部会の庶務は、原則として横浜市道路局計画調整部企画課及び重点整備地区が

存する区の区政推進課において処理する。 

 

 （補 則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、区部会の運営に関し必要な事項は、市長が区部会

に諮って定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 22年 7 月 16 日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 24年 4 月 1日から施行する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 28 年 10月６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に設置されている地区部会は、従前の例により活動できるもの

とする。 

 

 

横浜市バリアフリー基本構想の検討に係る部会運営要綱 

                  

    制定 平成 22 年 7 月 16日 道企第 560号（局長決裁）  

改正 平成 24年３月 30 日 道企第 1434号（局長決裁） 

改正 平成 28年 10 月６日 道企第 794 号（局長決裁） 

改正 令和  年  月  日  道企第  号（局長決裁）  

 

（目 的） 

第１条 この要綱は、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成 18 年

６月 21 日 法律第 91 号）第 25 条に基づく移動等円滑化基本構想（以下「基本構想」とい

う。）に関して各地区の具体的な検討を行い、意見を聴取するため、横浜市バリアフリー

検討協議会運営要綱第５条第３項に規定する区部会及び地区部会（以下「部会」という。）

の運営に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （意見聴取） 

第２条 市長は、次の各号に掲げる事項に関し部会の意見を聴くものとする。 

(1) 重点整備地区の範囲の設定に関すること。 

(2) 重点整備地区を対象にした基本構想に関すること。 

(3) 基本構想に位置づけられる特定事業に関すること。 

 

 （委員構成） 

第３条 部会を構成する委員は、次の各号に掲げる者とする。 

(1) 学識経験のある者 

(2) 鉄道事業者や道路管理者などの事業者 

(3) 当該地区の関係団体を代表する者 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 前各号に掲げる者のほか、部会の運営上必要と認められる者 

 

 （任 期） 

第４条 委員の任期は２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期

は前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

 

 （会 議） 

第５条 部会の会議は、市長が招集する。 

２ 市長は、部会において必要があると認めるときは、会議に関係者の出席を求め、意見

又は説明を求めることができる。  

 

 （部会長等の選任） 

第６条 部会の会議の円滑な進行のため、部会長１名を選任することができる。また、必

要に応じて副部会長１名を選任する。 

２ 部会長及び副部会長は、委員の互選により選任する。 

 

 （庶 務） 

第７条 部会の庶務は、原則として横浜市道路局計画調整部企画課及び重点整備地区が存

する区の区政推進課において処理する。 

 

 （補 則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、部会の運営に関し必要な事項は、市長が部会に諮

って定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 22年７月 16 日から施行する。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成 24年４月 1日から施行する。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成 28 年 10月６日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に設置されている地区部会は、従前の例により活動できるもの

とする。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和 年 月 日から施行する。 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 

文言整理 

 

 

 

文言整理 

 

 

 

 

文書整理 

 

 

 

文書整理 

資料４-２ 



横浜市バリアフリー基本構想作成等の提案に関する手続き要領【新旧対照表】 

旧 （下線部分は、変更箇所を示す） 新 （下線部分は、変更箇所を示す） 変更理由 

 

横浜市バリアフリー基本構想作成等の提案に関する手続き要領 

                  

 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は､「高齢者､障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフ

リー新法）」（以下「法」という。）第 27 条の規定に基づき､横浜市に対し基本構想の作

成又は変更（以下「作成等」という。）を提案する手続きに必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（事前相談） 

第２条 提案者は､事前に道路局企画課に相談することができる。 

 

（提出書類等） 

第３条 提案者は､提案にあたって次の書類を提出するものとする。 

（１）提案書（様式１） 

（２）関係書類 

（３）その他の提案内容の説明に必要となる資料 

２ 前項の書類の提出先は道路局企画課または健康福祉局福祉保健課、区役所区政推進

課とする。 

 

（提案の受理） 

第４条 横浜市は､提出書類について､速やかに提案要件（別表）の審査を行うものとする。 

２ 横浜市は､提出書類に補正すべき事項が認められたときは､提案者に提出書類の補正

を求めることができる。 

３ 横浜市は、前項の規定による補正を提案者が行わない場合は､提案者に手続きが進め

られない旨の通知をしなければならない。 

４ 横浜市は、前項の規定による通知を行ったときは､補正が行われるまで手続きを進め

ないものとする。 

 

（手続きの進行状況に関する情報提供） 

第５条 横浜市は､提案者から受理した提案（以下「提案」という。）について､必要があ

る場合は､手続きの進行状況に関する情報を提案者に提供するものとする。 

 

（提案の変更） 

第６条 提案者は、横浜市が提案の採否について決定するまでは、横浜市と協議・調整し、

提案を修正・変更できるものとする。 

 

（提案の取り下げ） 

第７条 提案者は、横浜市が提案の採否について決定するまでは、取下書（様式２）を提

出することにより、提案を取り下げることができる。 

 

（提案の採否に係る決定） 

第８条 横浜市は､「横浜市バリアフリー検討協議会」において、提案の内容を説明し、当

該協議会の意見を聴いた上で、提案の採否について決定するものとする。 

 

（提案者への通知及び公表、基本構想の作成等） 

第９条 横浜市は､前条に基づく決定を行ったときは､その理由を付して、速やかに提案者

に通知し､公表しなければならない。 

２ 横浜市は､提案を採用する場合は､提案内容を踏まえ､基本構想作成等を行うものと

する。 

 

（事務局） 

第 10 条 本要領に係る事務は､道路局企画課が行う。 

 

（委任） 

第 11 条 提案の手続きに関して必要な事項は､道路局長が別に定める。 

 

附 則 

１ この要領は、平成 22 年 3月 11 日から施行する。 

 

 

 

（別表 第４条関係） 

 （略） 

 

参考様式１（第２条関係） 

 （略） 

 

様式１（第３条関係） 

 （略） 

 

様式２（第７条関係） 

 （略） 

 

 

横浜市バリアフリー基本構想作成等の提案に関する手続き要領 

                  

 改正 令和  年  月  日  道企第  号（局長決裁） 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は､「高齢者､障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリア

フリー法）」（以下「法」という。）第 27 条の規定に基づき､横浜市に対し基本構想の作

成又は変更（以下「作成等」という。）を提案する手続きに必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（事前相談） 

第２条 提案者は､事前に道路局企画課に相談することができる。（参考様式１） 

 

（提出書類等） 

第３条 提案者は､提案にあたって次の書類を提出するものとする。 

（１）提案書（様式１） 

（２）関係書類 

（３）その他の提案内容の説明に必要となる資料 

２ 前項の書類の提出先は道路局企画課とする。 

 

 

（提案の受理） 

第４条 横浜市は､提出書類について､速やかに提案要件（別表）の審査を行うものとする。 

２ 横浜市は､提出書類に補正すべき事項が認められたときは､提案者に提出書類の補正

を求めることができる。 

３ 横浜市は、前項の規定による補正を提案者が行わない場合は､提案者に手続きが進め

られない旨の通知をしなければならない。 

４ 横浜市は、前項の規定による通知を行ったときは､補正が行われるまで手続きを進め

ないものとする。 

 

（手続きの進行状況に関する情報提供） 

第５条 横浜市は､提案者から受理した提案（以下「提案」という。）について､必要があ

る場合は､手続きの進行状況に関する情報を提案者に提供するものとする。 

 

（提案の変更） 

第６条 提案者は、横浜市が提案の採否について決定するまでは、横浜市と協議・調整し、

提案を修正・変更できるものとする。 

 

（提案の取り下げ） 

第７条 提案者は、横浜市が提案の採否について決定するまでは、取下書（様式２）を提

出することにより、提案を取り下げることができる。 

 

（提案の採否に係る決定） 

第８条 横浜市は､「横浜市バリアフリー検討協議会」において、提案の内容を説明し、当

該協議会の意見を聴いた上で、提案の採否について決定するものとする。 

 

（提案者への通知及び公表、基本構想の作成等） 

第９条 横浜市は､前条に基づく決定を行ったときは､その理由を付して、速やかに提案者

に通知し､公表しなければならない。 

２ 横浜市は､提案を採用する場合は､提案内容を踏まえ､基本構想作成等を行うものと

する。 

 

（事務局） 

第 10 条 本要領に係る事務は､道路局企画課が行う。 

 

（委任） 

第 11 条 提案の手続きに関して必要な事項は､道路局長が別に定める。 

 

附 則 

１ この要領は、平成 22 年 3月 11 日から施行する。 

２ この要領は、令和  年 月 日から施行する。 

  

 

（別表 第４条関係） 

 （略） 

 

参考様式１（第２条関係） 

（略） 

 

様式１（第３条関係） 

（略） 

 

様式２（第７条関係） 

（略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言整理 
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参考様式１（第２条関係） 

令和 年 月 日 

 

バリアフリー基本構想作成等提案事前相談書 

 

 

（相談者） 

住所                   

氏名               

電話番号             

１ 提案の概要 

(1) 対象地区の位置 

 

 

(2) 対象地区の特徴 

 

 

(3) 提案の理由と目的 

 

 

(4) その他 

 

２．相談内容 

 

※ 対象地区の位置がわかる図面を添付します。 

  



 

様式１（第３条関係） 

バリアフリー基本構想作成等提案書 

横浜市長 

令和  年  月  日  

１ 提案者（団体） 

氏名（団体名） 
 

 

住 所 

連 絡 先 

 

 

※1 提案者が団体の場合は、団体の概要（代表者、主要構成員名簿、法人格の有無）が分かる資料

を添付する。 

２ 基本構想の素案（明記すべき事項） 

対象地区の位置及び特性 

提案の理由と目的 

生活関連施設の選

定 

 

生活関連経路の設

定 

 

重点整備地区の範

囲の設定 

 

地区の課題と対応

策の整理 

 

その他事項 
 

※2横浜市バリアフリー基本構想作成等の提案の手引き等を参照し、必要事項を記入する。 

※3重点整備地区の位置・範囲、生活関連施設・経路がわかる図面等を添付する。 

３ 基本構想策定により高齢者・障害者等の移動等の円滑化に寄与できる点 

 

※4上記各項について、記入欄が足りない場合は任意の別紙に記入し添付する。 



 

様式２（第７条関係） 

 

取下書 

 

 

 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律」（バリアフリー法）第２７条に基

づく提案を取下げます。 

 

 

横浜市長 
 

令和   年   月   日  

 

提案者氏名           印 
 

１．提案書提出日  令和  年  月  日 

 

２．提案対象地区 

 

 



 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

横浜市バリアフリー基本構想作成等の提案の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和元年○月 

横浜市道路局 
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（３）横浜市における基本構想作成等の提案の流れ

提案者が横浜市に対して基本構想作成等の提案を行う場合、以下のように検討を進めます。 

また、次ページでは提案までの流れについての解説を示します。 

図３ 横浜市における基本構想作成等の提案の流れ 

解説 

ここでは、横浜市における基本構想作成等の提案の流れについて示します。 

提案者が基本構想の素案を提出するところから、基本構想作成等の実施の決定までの流れについて示

したフロー図を掲載しております。詳細の内容については、次頁で示しております。 

基本構想作成等しない 

 

提    案   者 

「素案」等の提出 

バリアフリー検討協議会 
〔事務局：道路局〕 

協議会としての考え方・意

見を横浜市へ提示 

基本構想 

作成等の実施

庁内関係課による調整 
〔道路局、区等〕 

庁内関係課による調整 
〔道路局、区等〕 

道 路 局 

３．基本構想

の 作 成

等 に 対

す る 検

２．受 付 

部会等の設立 

具体的検討開始 

実施せず 保留（当面実施しない）

※基本構想作成等しない場合でも、

他地区の基本構想の検討等で参考

とする。また、個別対応が可能なも

のは検討を実施する。

４．決定･公

←提案者も参加 
５．具体的 

検討 

受付要件を満たすよう聞き取り・助言 

判断基準について説明・助言 

基本構想作成等に対する市の 

判断を示して意見を求める 

１．相 談 
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１．相談について 

・基本構想作成等の提案をしようとする場合には、必要に応じて「バリアフリー基本構想作成等提

案事前相談書」に必要事項を記入の上、道路局企画課に相談してください。 
 
 

２．受付について 

・提案者は、「3.基本構想作成等の提案方法について」および「4.(4) 書き方参考例」を確認の上、

基本構想の素案を作成し道路局企画課に提出してください。 

・基本構想の素案等が提出された場合には、受付要件を満たすよう聞き取り・助言をすると共に判

断基準について説明・助言し、受付要件を満たす基本構想の素案について、手続きを進めていき

ます。 

・受付提案先については、最終ページを参照してください。 
 
 
 

３．基本構想作成等に対する検討について 

・受理された基本構想の素案は、庁内関係課による調整の検討結果を踏まえて判断基準等により、

基本構想作成等を実施するかについて判断します。 

・上記の判断については、バリアフリー検討協議会※5 において説明し、意見を求めていきます。 

・バリアフリー検討協議会での意見を踏まえ、基本構想作成等を実施するかどうか、庁内関係課に

よる調整で再検討します。 

 

４．決定・公表について 

・基本構想作成等を実施するか否かについては、庁内関係課による調整の検討結果を踏まえ 

て、横浜市が決定の上、公表します。 

・基本構想作成等を実施しない、もしくは、保留（当面実施しない）の場合でも、今後の基本 

構想の検討の参考としていきます。 

・個別対応が可能なものは検討を実施していきます。 
 
 

５．具体的な検討について 

・当該提案を踏まえて基本構想作成等を実施する場合には、部会※5 等を設立し、具体的な検討を

進めていきます。 

・提案者にも部会※5 に参加していただくことがあります。 

・基本構想に位置づけた内容は、事業者に一定の制約を課すこともあり、バリアフリー新法におい

て、基本構想に定めようとする特定事業等※6 に関する事項については、関係する事業者と協議

の上、決定しなければならないとされています。具体的な検討の過程では、効果・実現可能性あ

るいはその他諸条件等を勘案して、基本構想の内容を設定するため、いただいた提案内容を反映

できない場合もあるということをご了承下さい。 

 

 

※5）P２8 「資料 2.横浜市における基本構想の検討体制」参照 

※6）P10 「【参考】特定事業等について」参照 
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（１）横浜市における基本構想の検討体制

基本構想策定に際しては、高齢者・障害者等の移動や施設利用の実態を踏まえ、そのニーズに的

確に対応した構想を作成することが求められています。また、バリアフリー化のための事業の実施

主体となる公共交通（鉄道・バス）事業者、道路管理者、公園管理者、公安委員会などの協力が必

要です。

これらを踏まえ、横浜市では、図４に示す体制で基本構想に係る事項の検討を進めています。

図４ 横浜市における基本構想の検討体制 

解説 

ここでは、横浜市バリアフリー検討協議会の体制について説明します。 

横浜市のバリアフリーの検討体制は、大きく 3つの検討組織と市の内部的な連絡

組織からなります。 

3 つの検討組織とは、横浜市福祉のまちづくり推進会議、横浜市バリアフリー検

討協議会、重点整備地区ごとの地区部会です。 

横浜市福祉のまちづくり推進会議は、「福祉のまちづくり条例」に基づく付属機関

です。条例に基づき横浜市の福祉のまちづくり全般について検討する場として位

置づけられています。 

横浜市バリアフリー検討協議会は、推進会議の運営要綱により位置づけられた検

討組織で、基本構想に係る総合的な検討・調整機関です。推進会議には、随時、

検討状況の報告等を行います。 

横浜市内の重点整備地区ごとに地区部会が設けられます。 

地区部会は検討協議会から基本構想に関する基本的な考え方の提示を受けながら、

基本構想の検討を進め、随時、協議会に検討状況を報告します。案ができた段階

で、協議会に諮り、所定の手続きを経て基本構想が確定します。 

また、バリアフリー新法に関する横浜市の方針等について、横浜市役所内の関係

部署により検討する組織として、横浜市バリアフリー庁内連絡会が設置されてい

ます。 

資料２．横浜市における基本構想の検討体制 

横浜市バリアフリー検討協議会

・基本構想に係る総合的な検討・調整機関 

・学識経験者、利用者、事業者、関係行政担当者から構成される 

検討組織 

重点整備地区毎の部会
・各地区において、学識経験者、利用者、事業者、関係行政担当者

から構成される検討組織

・各地区の基本構想（案）の作成

・基本構想（案）の作成 

および提案 

・基本構想に関する

基本的な考え方の提示

横浜市福祉のまちづくり推進会議 

〈条例に基づく付属機関〉 

福祉のまちづくりの推進に関する 

基本的事項を調査・審議する 

検討状況 

の報告等 
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